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【【オオンンラライインン】】全全国国労労働働衛衛生生週週間間説説明明会会  
～令和３年スローガン 「向き合おう！ こころとからだの健康管理」～ 
 

厚生労働省では、10 月１日から７日までの間、「全国労働衛生週間」を実施します。 

なお、全国労働衛生週間の実効を上げるため９月１日から９月30日までを準備期間としま

す。昭和25年の第１回実施以来、今年で72回を迎える全国労働衛生週間は、国民の労働衛生

に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通じた労働者の健康確

保に大きな役割を果たしています。 

 

福岡県下の説明会開催について 

(1) 管内 12 か所の労働基準監督署において、準備期間中に、リモート参加可能な全国労働

衛生週間説明会を開催します。 

福岡労働局ホームページでは、開催地を管轄する各監督署が地域毎の重点事項などを説

明するための関係資料を順次掲載しており、各会場 300 回線を上限に「労働局・労働基準

監督署説明会等受付サイト」より一般参加の申し込みが可能です。 

 

(2) 説明会では、別添「令和３年度全国労働衛生週間実施要綱」について説明するほか、副

スローガン「うつらぬうつさぬルールとともに みんなで守る健康職場」を受けて、①職職

場における新型コロナウイルスの感染拡大防止に係る取組の促進、②腰痛予防対策の推

進を主題とする斉一的な説明を実施いたします。 

これらを主題とする背景については裏面のとおりです。 

 

資料 No１ 全国労働衛生週間実施要綱 

資料 No２ 職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため 

～取組の５つのポイント～ を確認しましょう！ 

資料 No３ 腰痛予防対策リーフレット 
資料 No４ 令和３年度全国労働衛生週間説明会 日程表 

Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａｓｅ 

厚生労働省 

福岡労働局 

令和３年８月 31日発表 

【照会先】 

労働基準部 健康課 

   課  長 安永 和雅(内線 4510) 

   課長補佐 高野隆一郎(内線 4511) 

(代表電話)092 (411) 4861 

(直通電話)092 (411) 4798 
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【【業務上疾病の発生状況について】 
 

１ 図１に示されるとおり、職業生活に起因する「業務上疾病（資料 No1 10-(2)-

ア重点事項を参照してください。）」の発生状況を見ると、令和２年に発生し

た休業４日以上の死傷者数は 15,000 人を超えています。この４割強を占める

「病原体による疾病」のほとんどが、職場における感染と労災認定された新

型コロナウイルス感染症です。 

現在のコロナウイルス感染拡大状況下において、各事業場及びすべての労働

者が、感染拡大防止に関する認識を共有して対策に取り組んでいただくため、

厚生労働省が作成しているリーフレットやチェックリストの説明および周知

を促進します。 

 

 
 

（図１）業務上疾病発生状況    （図２）年次別・業種別業務上疾病発生状況 

 

２ 図２に示されるとおり、平成 10 年以降の業務上疾病発生状況を見ると、「製

造業」や「建設業」など自主的な労働災害防止活動が進む業種において、業

務上疾病の減少傾向がみられる一方で、第３次産業を主とする「その他の業

種」は増加傾向にあり、全産業で年間 8,000 人の業務上疾病による死傷者が

発生しています。 

図１で４割を超える「負傷に起因する疾病」の７割程度を占める災害性腰

痛については、不自然な姿勢や急激又は不用意な動作などが発生要因となる

災害であり、作業に内在するリスクを認識して作業姿勢を見直すことなどで

予防効果が期待されます。特に近年、就業人口の増加傾向が続く社会福祉施

設において、高齢化に伴う転倒災害などの労働災害が増加傾向にあり、災害

性腰痛の発生も増加していることから、福岡県所在の社会福祉施設、約 1,600

施設などを対象として、県下で斉一的な「腰痛予防対策の推進に係る説明」

を実施いたします。 



 

  １ 趣旨                                                 

全国労働衛生週間は、昭和 25 年の第１回実施以来、今年で第 72 回を迎える。この間、全国労働衛生週間は、国民の労働衛生に関

する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところであ

る。  

労働者の健康をめぐる状況については、過労死等事案の労災認定件数は、令和２年度には 802 件となっており、また、仕事や職業

生活に関する強い不安、悩み又はストレスを感じる労働者は、依然として半数を超えている(平成 30 年労働安全衛生調査(実態調査))。 

このような状況の中、過労死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止対策及びメ

ンタルヘルス対策の推進が必要である。  

また、新型コロナウイルス感染症のり患による休業４日以上の労働災害は、令和２年には 6,000 人以上発生しており、職場におけ

る新型コロナウイルス感染症の拡大防止のためには、事業場で留意すべき「取組の５つのポイント」をはじめ、各事業場の実態に即

した感染予防対策を徹底し継続することが求められる。  

さらに、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりや労働災害の予防的観点から、健康づくりを推進していくことが求

められている。このため、高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）を策定し、健

康づくり等の取組を推進していくこととしている。日本の労働人口の約３人に１人が何らかの疾病を抱えながら働いている中で、職

場において、病気を抱えた労働者の治療と仕事の両立への対応が必要となる場面が増えることが予想されることから、「事業場にお

ける治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」の周知啓発等を進めることにより、企業の意識改革や地域における支援体制の強

化を進めている。  

化学物質に起因する労働災害については、特定化学物質障害予防規則などの特別規則の対象となっていない有害物によるものが全

体の８割を占めている。こうした化学物質による健康障害を防止するため、関連法令に基づく取組の徹底に引き続き取り組むととも

に、特別規則の対象となっていない化学物質による労働災害を防止するため、各事業場におけるリスクアセスメント及びその結果に

基づくリスク低減対策の実施を更に促進していくことが必要である。  

また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間 1,000 人を超えている中で、石綿の製造・

使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設された建築物が今なお多数現存しており、その解体工事が 2030 年頃をピークと

して、増加が見込まれる中、解体・改修前に義務づけられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措置が適切に行われ

ていない事例が散見される。こうしたことを踏まえ、令和２年７月に石綿障害予防規則を改正し、石綿によるばく露防止対策を強化

したところである。 

 ２ スロ－ガン                                                                  

このような背景を踏まえ、今年度は、  

「向き合おう！ こころとからだの 健康管理」  

を全体のスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図り、自主的な労働衛生管理活動の一

層の促進を図ることとするとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた副スローガンとして  

「うつらぬうつさぬルールとともに みんなで守る健康職場」  

を設け、事業場における更なる感染防止の徹底を呼び掛けることとする。  

   なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、いわゆる“ 三つの密”（①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、

②密集空間（多くの人が密集している）、③密接空間（お互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発声が行われる））を避けること

を徹底しつつ、各事業場の労使協力のもと、全国労働衛生週間を実施することとする。 

 ３ 期 間                                                                      

10 月１日から 10 月７日までとする。  

なお、全国労働衛生週間の実効を上げるため、９月１日から９月 30 日までを準備期間とする 

 ４ 主唱者                                                                          

厚生労働省、中央労働災害防止協会  

 

 

 

令和３年度全国労働衛生週間実施要綱 



 

  ５ 協賛者                                                                                         

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、 

林業・木材製造業労働災害防止協会 

 ６ 協力者                                                                        

関係行政機関、地方公共団体、安全衛生関係団体、労働団体及び事業者団体  

 ７ 実施者                                                                        

各事業場  

 ８ 主唱者、協賛者の実施事項                                                          

（１） 労働衛生広報資料等の作成、配布を行う。   

（２） 雑誌等を通じて広報を行う。   

（３） 労働衛生講習会、事業者間で意見交換・好事例の情報交換を行うワークショップ等を開催する。   

（４） 事業場の実施事項について指導援助する。   

（５） その他「全国労働衛生週間」にふさわしい行事等を行う。 

 ９ 協力者への依頼                                                                   

主唱者は、上記８の事項を実施するため、協力者に対し、支援、協力を依頼する。  

 10 実施者の実施事項                                                                

労働衛生水準のより一層の向上及び労働衛生意識の高揚を図るとともに、自主的な労働衛生管理活動の定着を目指して、各事業

場においては、事業者及び労働者が連携・協力しつつ、次の事項を実施する。  

（１） 全国労働衛生週間中に実施する事項  

ア 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視  

イ 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示  

ウ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰  

エ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災害を想定した実地訓練等の実施  

オ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意識高揚のための行事等の実施 

（２） 準備期間中に実施する事項  

下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。 

ア 重点事項 

（ア） 過重労働による健康障害防止のための総合対策に関する事項  

（イ） 「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等に基づくメンタルヘルス対策の推進に関する事項 

（ウ） 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた取組の推進に関する事項  

（エ） 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」に基づく労働災害の予防的観点からの高年齢労働者に対する  

（オ） 化学物質による健康障害防止対策に関する事項  

（カ） 石綿による健康障害防止対策に関する事項  

（キ） 「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」に基づく受動喫煙防止対策に関する事項  

（ク） 「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に基づく治療と仕事の両立支援対策の推進に関する事 

項  

（ケ） 「職場における腰痛予防対策指針」に基づく腰痛の予防対策の推進に関する事項  

（コ） 「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づく熱中症予防対策の推進に関する事項  

（サ） 「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」に基づく労働者の作業環境、健康確保等の推進に関 

する事項  

イ  労働衛生３管理の推進等  

ウ 作業の特性に応じた事項  

エ  東日本大震災等に関連する労働衛生対策の推進  

 



職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため
〜取組の５つのポイント〜を確認しましょう

■ 職場における新型コロナウイルス感染症対策を実施するために、まず次に⽰
す〜取組の５つのポイント〜が実施できているか確認しましょう。

■ 〜取組の５つのポイント〜は感染防⽌対策の基本的事項ですので、未実
施の事項がある場合には、「職場における感染防⽌対策の実践例」を
参考に職場での対応を検討の上、実施してください。

■ 厚⽣労働省では、職場の実態に即した、実⾏可能な感染症拡⼤防⽌対策を検
討していただくため「職場における新型コロナウイルス感染症の拡⼤
を防⽌するためのチェックリスト」を厚⽣労働省のホームページに掲載
していますので、具体的な対策を検討する際にご活⽤ください。

■ 職場における感染防⽌対策についてご不明な点等がありましたら、都道府県
労働局に設置された「職場における新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
対策相談コーナー」にご相談ください。

R3.２都道府県労働局・労働基準監督署

事業者の皆さま、労働者の皆さまへ

〜取組の５つのポイント〜
実施できて
いれば 取組の５つのポイント

□ テレワーク・時差出勤等を推進しています。

□ 体調がすぐれない⼈が気兼ねなく休めるルールを定め、実⾏
できる雰囲気を作っています。

□ 職員間の距離確保、定期的な換気、仕切り、マスク徹底など、
密にならない⼯夫を⾏っています。

□ 休憩所、更⾐室などの“場の切り替わり”や、飲⾷の場など
「感染リスクが⾼まる『５つの場⾯』」での対策・呼びかけ
を⾏っています。

□ ⼿洗いや⼿指消毒、咳エチケット、複数⼈が触る箇所の消毒
など、感染防⽌のための基本的な対策を⾏っています。



職場における新型コロナウイルス感染症の拡⼤を防⽌するためのチェックリスト

職場における新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対策相談コーナー連絡先

このチェックリストは、感染症対策の実施状況について確認し、職場の実態に即した対策を
労使で検討していただくことを⽬的としたものです。
職場での対策が不⼗分な場合やどのような対策をすればよいかわからない場合には、感染症
対策の実践例を参考に検討してください。
項⽬の中には、業種、業態、職種などにより対応できないものがあるかもしれません。すべ
ての項⽬が「はい」にならないからといって、対策が不⼗分ということではありませんが、
可能な項⽬から⼯夫しましょう。
職場の実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確実に継続して、実施
いただくことが⼤切です。

チェックリストは
厚⽣労働省

ホームページから
ダウンロード可能です。

北海道 011-709-2311 石川 076-265-4424 岡山 086-225-2013

青森 017-734-4113 福井 0776-22-2657 広島 082-221-9243

岩手 019-604-3007 山梨  055-225-2855 山口 083-995-0373

宮城 022-299-8839 長野 026-223-0554 徳島 088-652-9164

秋田 018-862-6683 岐阜 058-245-8103 香川 087-811-8920

山形 023-624-8223 静岡 054-254-6314 愛媛 089-935-5204

福島 024-536-4603 愛知 052-972-0256 高知 088-885-6023

城 029-224-6215 三重 059-226-2107 福岡  092-411-4798

栃木 028-634-9117 滋賀 077-522-6650 佐賀 0952-32-7176

群馬 027-896-4736 京都 075-241-3216 長崎 095-801-0032

埼玉  048-600-6206 大阪 06-6949-6500 熊本 096-355-3186

千葉 043-221-4312 兵庫 078-367-9153 大分  097-536-3213

東京 03-3512-1616 奈良 0742-32-0205 宮崎 0985-38-8835

神奈川 045-211-7353 和歌山 073-488-1151 鹿児島 099-223-8279

新潟 025-288-3505 鳥取  0857-29-1704 沖縄 098-868-4402

富山 076-432-2731 島根 0852-31-1157

平⽇（⽉〜⾦曜⽇） 午前 8:30〜午後 5:15受付時間

※雇⽤調整助成⾦の特例措置に関するお問い合わせはこちら
＜学校等休業助成⾦・⽀援⾦、雇⽤調整助成⾦コールセンター＞ ０１２０－６０－３９９９



腰痛は、休業４⽇以上の職業性疾病の６割を占める労働災害となっています。
厚⽣労働省では「職場における腰痛予防対策指針」により腰痛予防対策の基本的

な進め⽅について具体的に⽰しています。職場で腰痛を予防するには、労働衛⽣管
理体制を整備した上で、作業・作業環境・健康の３つの管理と労働衛⽣についての
教育を総合的・継続的に実施することが重要です。

1 重量物取扱い作業
重量物を取り扱う作業を⾏わせる場合には、事業者は、単に重量制限のみを厳守させ
るのではなく、取扱い回数等の作業密度を考慮し、適切な作業時間、⼈員配置等に留
意する。

２ ⽴ち作業
機械・各種製品の組⽴ ⼯程や サービス業等に ⾒られるような ⽴ち作業においては、
拘束性の強い静的姿勢を伴う⽴位姿勢、前屈姿勢や過伸展姿勢など、腰部に過度の負
担のかかる姿勢となる場合がある。作業機器及び作業台の配置は、前屈、過伸展等の
不⾃然な姿勢での作業を避けるため、労働者の上肢⻑、下肢⻑等の体型を考慮したも
のとする。

３ 座り作業
座り姿勢は、⽴位姿勢に⽐べて、⾝体全体への負担は軽いが、腰椎にかかる⼒
学的負荷は⼤きい。⼀般事務、VDT作業、窓⼝業務、コンベヤー作業等のように
椅⼦に腰掛ける椅座位作業や直接床に座る座作業において、拘束性の強い静的姿
勢で⾏わせる作業。椅⼦、机・ 作業台の改善、作業姿勢においては、前傾姿勢
を避けること。また、適宜、⽴ち上がって腰を伸ばす等姿勢を変える。

１ 動作の⾒直し
① 抱え上げ

⼈⼒による抱え上げは原則⾏わず、福祉⽤具を使⽤します。やむを得ず⼈⼒で抱え
上ける場合は、⾝⻑差の少ない２⼈以上で作業します。対象者の状態や体重等を考慮
します。できるだけ不⾃然な姿勢（前屈、中腰等）はとらないようにします。

② 不⾃然な姿勢
不⾃然な姿勢による動作を⾒直し、作業姿勢、作業⽅法に注意します。介護対象者
に近づいて作業を⾏う、⽚膝をついて低い姿勢をとる、ベッドの⾼さを調節する、腰
のねじれ姿勢をとらない等、作業者⾃⾝⼼掛けて作業を⾏います。

２ ⾞両運転等の作業
① トラック、バス・タクシーなどの運転による⻑時間にわたる振動を受ける場合は、
腰痛が発⽣しやすくなるので座席の改善、運転時間の管理を適切に⾏い、適宜、休憩
を取らせるようにする。

② ⻑時間運転した後に重量物を取り扱う場合は、⼩休⽌や休息、ストレッチを⾏った
後に作業を⾏わせる。

腰痛の発⽣が⽐較的多い作業

こんなことにも気を付けましょう

令和３年８⽉作成

事業主の皆さまへ 「腰痛予防対策」に取り組みましょう!

福岡労働局・労働基準監督署



a 温度

作業場内の温度を適切に保ち、また、低温環境下の作業で
は保温のための措置を講じる。

b 照明

適切な照度を保持

c 作業床⾯

できるだけ凹凸がなく、防滑性、弾⼒性、耐衝撃性および
耐へこみ性に優れた床⾯が望ましい。

d 作業空間や設備、荷の配置等

作業や動作に⽀障がないよう⼗分に広い作業空間を確保し、
機器・設備、荷の配置、作業台や椅⼦の⾼さなどに⼈間⼯学
的な配慮をする。

e 振動

a ⾃動化・省⼒化

適切な補助機器や道具、介護・看護作業時においては福祉
⽤具等を導⼊

b 作業姿勢・動作

前屈、中腰、ひねり、後屈ねん転など、不⾃然な姿勢を避
ける。取らざるを得ない場合には、前屈やひねりの程度をで
きるだけ⼩さくし、不⾃然な姿勢をとる頻度と時間を減らす。

c 作業の実施体制

作業従事労働者数、作業内容、作業時間、取り扱う重量、
補助機器の有無など、適切か検討し、なるべく複数⼈で作業
する。

d 作業標準の策定

e 休憩・作業量、作業の組合せ等

適宜、休憩時間を設け、姿勢を変えるようにするなど、不
⾃然な姿勢での作業や反復作業をできるだけ連続させないこ
と。

イ 作 業 環 境 管 理ア 作 業 管 理

a 労働衛⽣教育

腰痛予防の労働衛⽣教育を実施する。

・ 腰痛の発⽣状況及び原因

・ 腰痛発⽣要因の特定及びリスクの⾒積り⽅法

・ 腰痛発⽣要因の低減措置

・ 腰痛予防体操

b その他
・ 労働者が精神的ストレスを蓄積しないよう、上司や
同僚の サポートや相談窓⼝をつくる等の組織的な
対策を整える。

・ 産業医等の指導の下に、睡眠、禁煙、運動習慣、バ
ランスのとれた⾷事、休⽇の過ごし⽅に関する指導
を実施する。

a 健康診断

腰部に著しい負担のかかる作業に常時従事する労働者に対し
て、配置の際及び６か⽉以内ごとに１回、腰痛の健康診断を⾏
い、腰痛を予防するため、必要な措置を講じる。

b 腰痛予防体操

適宜、腰痛予防を⽬的とする腰痛予防体操を⾏う。

c 職場復帰⽀援

休業者等の職場復帰の際には、産業医等の意⾒を尊重し、作
業⽅法、作業時間等について就労上必要な措置を講じる。

エ 教 育ウ 健 康 管 理

※ リスクアセスメント

費⽤対効果の検討及び的確な優先順位設定の下に、リスクに応じた合理的に実効可能な対策を講じるため、作業態様や職場
ごとに、腰痛の発症に関与する要因のリスクアセスメントを実施し、結果に基づく適切な予防対策を実施することが重要

「労働衛⽣３管理」に沿った対策の推進

腰痛予防のための
労働衛⽣管理体制の整備

作業環境管理

作業管理

健康管理

労働衛⽣教育

作業⽅法、作業⼿順、体制など

照明、床⾯、作業スペースなど

腰痛健診、腰痛予防体操など

腰痛予防のための教育・指導



                                          
令和３年度全国労働衛生週間説明会 日程表 

 

 
管 轄 署 

日  時 
対 象 地 域 

開 催 日 開始時刻 

福

岡

地

区

福 岡 中 央 署 未  定  
福岡市（東区を除く）、春日市、大野城市、

筑紫野市、太宰府市、糸島市、那珂川市 

福 岡 東 署 ９ 月 ７ 日 （ 火 ） 13:30 
福岡市東区、宗像市、福津市、古賀市、 

粕屋郡 

北

九

州

地

区

北 九 州 西 署 

９ 月 ８ 日 （ 水 ） 14:30 
北九州市八幡西区、八幡東区、戸畑区、 

中間市、遠賀郡 

９月 22 日（水） 13:15 北九州市若松区 

北 九 州 東 署 ９月 16 日(木) 14:00 北九州市小倉北区、小倉南区 

門 司 支 署 ９ 月 ７ 日 （ 火 ） 13:30 北九州市門司区 

行 橋 署 ９月 2７日（月） 14:00 行橋市、豊前市、京都郡、築上郡 

筑

豊

地

区

飯 塚 署 ９ 月 １ 日 （ 水 ） 13:30 飯塚市、嘉麻市、嘉穂郡桂川町 

直 方 署 ９ 月 ８ 日 （ 水 ） 14:00 直方市、宮若市、鞍手郡 

田 川 署 ９月 10 日（金） 14:00 田川市、田川郡 

筑

後

地

区

大 牟 田 署 ９月 17 日（金） 13:30 大牟田市、柳川市、みやま市 

久 留 米 署 ９ 月 ２ 日 （ 木 ） 14:00 
久留米市、大川市、朝倉市、小郡市、 

うきは市、三井郡、三潴郡、朝倉郡 

八 女 署 ９月 15 日(水) 13:30 八女市、筑後市、八女郡広川町 

 



福岡県福岡市中央区天神4-4-11　天神ショッパーズ福岡6階
■運営事務局：ヒューマンアカデミー株式会社

TEL :092-713-8631
電話受付時間9:00～17:00（平日）

E-mail：fko20dai2@athuman.com

専用ホームページ
合同企業説明会参加の
お申込みはこちらから
https://rechallenge-fukuoka.com/

　就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォームを活用した支援事業

※本事業は福岡労働局より受託し、ヒューマンアカデミー株式会社が運営しています。

ミドル世代を応援　仕事探しの第一歩

県内企業約 30社参加予定
スマホからも参加OK！

県内企業約県県内企内企企業業約 社参加予定社参参加予社参加参加予加予定定予定

スマホからも参加OK！

ふくおかオンライン
合同企業説明会

対象者

おおむね３５歳以上５５歳未満の就職・転職をお考えの方

開催日
福岡地区中心

9 月25 日（土）

北九州地区中心

9 月18日（土）

《オンラインでの参加について》
合同企業説明会はWeb会議ツールZoomを
用いてオンラインにて開催をいたします。
� パソコン、タブレット、スマートフォンのいずれからも
      参加可能です。
� インターネット環境のご準備をお願いいたします。
� オンラインでの参加が難しい場合は、事務局にご相談ください。

� 各企業２０分ずつの説明と質疑応答となります。
� 参加企業やタイムスケジュールは専用ホームページにて８月中旬以降
順次公開予定です。

参加までの流れ（参加申込み方法）

右下の専用ホームページにアクセス

参加予約フォームにて
簡単オンライン申込み

開催2日前までに事務局から下記を
メールにてご案内
● 当日のZoomミーティング用URL
● Zoom操作マニュアル
● 詳しい参加方法など

《合同企業説明会当日》
● 専用ホームページにてタイムスケジュールを確認
● Zoomミーティング用URLより合同企業説明会に 
　参加し、各企業の説明を視聴

※申込み締切は各開催日の前日17時とさせていただきます。

参加費無料
事前予約制

質問も大歓迎！

内　容

事前申込み制オンライン合同企業説明会

開催時間

10:00～16:00


